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 近年、北海道ではこれまでほとんど観測されてこなかった冬期の急激な気温上昇や多量降雨

に伴う、道路斜面からの雪崩や土砂流出による災害が発生している。本調査では、平成30年
（2018年）に雪崩及び土砂流出が発生した一般国道236号天馬街道の川見地区において2時期

（2006年及び2019年）の航空レーザー測量データの比較及び現地調査を行ない、当該地域の沢

において、上流部で崩壊痕、中流部で土石流堆積物を確認した。以上の結果から、2006年から

2019年の13年間における沢内での土石流の発生に伴う土砂移動を明らかにした。 
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1．はじめに 

道路交通の安全確保において、その障害となる事象で

ある土砂流出や雪崩等への対策は重要である。特に積雪

寒冷地である北海道では、夏季の降雨に伴う土砂災害に

加えて、冬季の雪崩災害にも注意を要する。北海道の国

道で発生する主な雪崩は乾雪表層雪崩と湿雪全層雪崩で

あり 1）、1997 年から 2008 年における雪崩発生による通

行止めの66%が乾雪雪崩によるものであった 1）。しかし

近年、気候変動による気象災害の規模や形態の変化とそ

の影響が指摘される中、これまで寒冷であった北海道で

も冬季の気温上昇や降雨に伴う湿雪雪崩が発生が確認さ

れている2）。さらに、この傾向は人為的な気候変動の影

響で今後も続く可能性があり、寒冷な北海道でも多量に

積雪が残る時期に融雪が急激に進み、湿雪雪崩の発生が

増加する可能性が指摘されている 3）。特に平成 30 年

（2018 年）3 月の一般国道 236 号天馬街道での雪崩は、

気温の上昇、融雪の進行、多量の降雨という条件が重な

り、道路に達する湿雪雪崩及び土砂流出が発生し、トン

ネル脇の電気通信設備が破壊される等の被害が出た4）。 

以上の背景から、湿雪雪崩及び融雪・降雨を考慮した

土砂災害への対策は急務である。斜面災害の対策のため

には、斜面災害頻発地域における地形や堆積物特性の理

解が重要である。本報告では、近年土砂災害や雪崩災害

の多発している一般国道 236号天馬街道野塚峠の川見地

区の山地斜面を対象として、平成 18 年（2006 年）及び

令和元年（2019年）に取得された航空レーザー測量によ

る数値地形図(Digital Elevation Model：DEM)を比較するこ

とで抽出した地形変化及び、抽出された地形変化箇所に

おける詳細な地形地質調査の結果について報告する。 

2．調査地域の概要 

調査地域としたのは、一般国道236号天馬街道野塚峠

の川見地区の南向き山地斜面である（図-1(1)）。一般

国道236号は起点の十勝管内帯広市と日高管内浦河町と

を結ぶ主要幹線で、特に広尾町と浦河町を結ぶ区間を天

馬街道と称している。 

調査地域の地質は、先白亜紀の日高累層群札内川層の

上部部層に相当する粘板岩が分布しており、花崗岩の貫

入等による接触変成作用による再結晶化によってホルン

フェルス化している 5）。また、調査地域は、日高山脈の

非火山山地の中で最も険しい山地のひとつとされ、山頂

小起伏面も谷底平坦面もなく、直線的な谷壁斜面で構成

される地形の特徴を持つ 6)。 

当該路線では、近年土砂・雪崩災害が頻発している。

その中でも川見地区の南向き山地斜面においては、現道

に悪影響を与える恐れのある沢として 5本挙げられてお

り、それらの沢について東側から①〜⑤沢と呼称されて

いることから、本報告でもその名称に従う 7)。 

①、②、及び③沢では道路に至る災害の発生は確認さ

れていないが、治山ダム内に土石流堆積物の堆積が確認

されており、土砂流出の危険性が指摘されている 7)。①

沢では道路から標高約 380 mまでは沢部に土石流堆積物

が堆積しており、標高390〜410 m地点の滝より上部はV
字谷を呈し、堆積物の被覆はない 7)。また②沢は、道路

から標高約 400 m付近まで沢部に土石流堆積物が堆積し

ており、標高 420 m付近に滝が確認され、露岩している
7)。③沢は、道路から標高約360 m付近までは治山ダム郡

があり、そこから標高 570 m付近まで沢部に土石流堆積

物が堆積している 7)。 
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④沢（KP=92.7）では、平成 30年 3月に湿雪全層雪崩

と道路への土砂流出が発生し、道路に土砂を含むデブリ

が堆積して舗装路面が損傷した 7)。災害後の調査では、

標高 355 mから 440 m付近まで沢部に土石流堆積物が堆

積しており、標高 420 mから 440 mはV字谷で露岩斜面

の存在が報告されている 7)。 
⑤沢（KP=93.5）では、平成 28年 8月の豪雨によって

多量の土砂が流出し、ボックスカルバートの上流沢部の

呑口を土石で閉塞させ、路肩損傷の被害が出た 7)。標高

425 mから580m付近まで沢部に土石流堆積物が堆積して

おり、標高 410 mから 420 mの沢の合流部では倒木が多

く、また樹幹の衝突痕も報告されている 7)。 
また、同じく平成 28 年 8 月の大雨により、林内覆道

起点側（KP=92.9）で、法面崩壊が発生した（図-1(2)）。

崩壊発生箇所は比高約55mの自然斜面で、平均勾配は約

35°、斜面は笹主体で疎林にて形成されており、国道上

には最大高さ約 5mの土砂と倒木が確認された 7)。 
 

3. 手法 

 川見地区南向き斜面①〜⑤沢において数値地形図を用

いた地形解析を行い、③沢では地形地質調査及び土質試

料の採取・試験を行なった（図-1a）。 

 

(1)  地形解析 

 地形解析には平成 18 年（2006 年）7 月（以下、H18-
DEM）及び令和元年（2019年）10月（以下、R1-DEM）

に取得された航空レーザー測量結果を用いた。地形デー

タの解析には QGIS を用いた。それぞれ成果品であるグ

リッドデータの地上分解能は 1.0 m 及び 0.5 mであった。

一方で、今回は差分解析を行うため、R1-DEM について

H18-DEM と地上分解能を合わせることとし、植生が取

り除かれた地表面データであるグラウンドデータ（ベク

ターデータ）から 1.0 m分解能のグリッドデータ（ラス

ターデータ）を作成した。ただし、植生等の影響による

点密度の不均一性により地表面データには欠損箇所があ

る。欠損箇所は 10 m四方の範囲において逆距離荷重法

により内挿し、欠損値のない 1.0 mグリッドデータを作

成した（図-2）。H18-DEMと今回作成したR1-DEMの道

路における標高を比較したところ、R1-DEM の標高が

H18-DEMに比べ約 0.3 m高くなる傾向が確認されたため、

R1-DEM全体の標高に0.3 mを加えることでグリッドデー

図-1 （1）調査地域のオルソ画像及び（2）R1-DEMとH18-DEMの差分図（a~dは差分検出域の拡大図） 

図-2 R1-DEMの作成過程 
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タを補正した。以上で作成した R1-DEM から H18-DEM
の差分を取ることにより、2006年 7月から 2019年 10月
の期間における標高差分を取り、地形変化を議論した

（図-1(2),a〜d）。 

①〜⑤沢については、QGISの qprofプラグインを用い

て道路から沢地形の源頭部までの標高・傾斜を 1 m間隔

で出力した。ただし⑤沢の源頭部についてはR1-DEMの

範囲外であったため、DEM データ範囲内を出力した。

また傾斜は 10点（10 m）中央移動平均の結果をプロッ

トし傾斜の変緩点を抽出した。 

 

(2)  現地調査及び試料採取・試験 

土砂流出の恐れがあると指摘される③沢 7)において現

地調査及び土質試料の採取を実施した。土質試料につい

ては、③沢中腹部の標高の異なる 3箇所で採取した（図

-3）。また、地表部は主に拳大かそれ以上の大きさの大

礫で覆われていたため、深さ約 50 cm程度までの堆積物

を除去し、現地でふるい分けを行い表層の礫を除いた 3 
cm以下の堆積物のみを土質試験試料として採取した。 

土質試験は、密度試験、含水比試験、粒度試験、非圧

密非排水中型三軸圧縮試験（UU試験）を実施した。三

軸圧縮試験では試料の充填を粗密にならない程度に行い、

なるべく現地の堆積状況を考慮するようにした。 

 

4．結果 

 (1)  DEM間の標高差分の評価 
図-4に平成28年8月に法面崩壊箇所（図-1(2)）におけ

る標高差分図とその断面図を示す。標高差分からは法面

崩壊箇所において、約3~4 m程度で標高が低下したこと

が読み取れる。また、標高変化がないはずの道路おいて

は標高差分がほぼ0 mであることから、DEMの位置合わ

図-3 ③沢におけるR1-DEM及び差分図の鳥瞰図（a~eは各調査地点での現場写真を示す） 
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せに大きな問題はないと判断できる。一方、法面崩壊の

頂部からそれより上部の斜面においては、斜面全体に約

1〜2 m程度の標高の低下が検出された（図-4）。図-4の

自然斜面の範囲において法面崩壊以外の箇所で約1〜2 m
程度の地形の変化は報告されておらず7)、またオルソ画

像等でも判読できなかった。すなわち自然斜面で検出し

た1〜2 m程度の標高差分は、植生の影響、または航空レ

ーザ計測時の誤差によると判断できる。このことから、

地形変化の抽出においては2 m以上の標高差分がある地

点に着目した。①〜⑤沢における2 m以上の標高差分が

検出できるのは、③沢の上・中流部（図-1a）、④沢の

上流部（図-1b）、⑤沢である（図-1d）。①、②沢では

顕著な変化は確認できなかった。特に③沢では、上流部

での地表面高度の減少、中流部での地表面高度の増加が

検出された。その変化の最大の大きさは上流部、中流部

でそれぞれ-4.5 m、+4.8 mであった（図-1a、5a）。 

 
(2)  DEMからの地形・傾斜データの抽出 
図-6にR1-DEMを元に作成した①〜⑤沢の断面図及び

傾斜量変化を示す。それぞれの沢は①から⑤沢の順に水

平延長が長い。また各沢は斜面上部ほど傾斜が急であり、

標高が低下すると傾斜が緩くなる遷緩点が見られた。そ

れぞれ各沢の傾斜変化に着目してR1-DEMから判読した

結果を記載する。 
①沢では、標高400 mに遷緩点が確認できた。標高400 

mより下部、上部でそれぞれ平均傾斜は21.9°、32.9°で

あった。 
②沢では、標高400 m及び500 mに遷緩点が確認できた。

道路〜標高400 m、標高400 m〜500 m、及び500 m以上で

それぞれの平均傾斜は19.2°、25.5°、及び31.3°であっ

た。 
③沢では、標高360 m、450 m及び600 mに遷緩点が確認

できた。道路〜標高360 m、標高360 m〜450 m、標高450 
m〜600 m、及び600 m以上でそれぞれの平均傾斜は12.4°、

19.4°、28.5°、及び40.6°であった。また、③沢の50 m
間隔の横断面図（図-5b）によると、地表面高度の低下

した範囲である標高約500 m〜600 mでは概ねV字型の形

態を示すのに対し、地表面高度の増加した範囲である標

高約400 m〜450 mの範囲ではV字型は緩くなり、凹状に

遷移する。 
④沢では、標高380 m、425 m及び520 mに遷緩点が確認

できた。道路〜標高380 m、標高380 m〜425 m、標高425 
m〜520 m、及び520 m以上でそれぞれの平均傾斜は15.0°、

13.4°、25.9°、及び35.3°であった。 
⑤沢では、標高390 m、580 mに遷緩点が確認できた。

道路〜標高390 m、標高390 m〜580 m、及び580 m以上で

それぞれの平均傾斜は7.7°、17.9°、及び35.3°であっ

た。 

 

図-5 a：③沢における R1-DEM と H18-DEM の差分によ

る標高差分図 b：③沢の50 mピッチ横断面図 

図-4 平成 28年 8月の法面崩壊発生箇所の標高差分図、

及びその断面図 

図-6 R1-DEMに基づく各沢の標高断面図及び傾斜量変化 
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(3)  現地調査 

図-3 に R1-DEM から作成した③沢の鳥瞰図及び、R1-
DEMと H18-DEMの標高差分図の鳥瞰図を示す。標高約

600 m の沢の源頭部では部分的に開口割れ目が確認でき

る基盤岩が露出していた（図-3a）。また、沢の右岸側

で基盤の露出が卓越する一方で、左岸側には拳大から 4 
cm程度の礫に富む砂分を基質とする礫支持砂礫層が、

少なくとも層厚 1 m 以上で分布していた（図-3a）。沢

水は直下の堆積物に伏流し、すぐに確認できなくなった。 

標高約 550 m付近では崩壊跡及び礫表面が赤褐色の礫

を含む崖錐を確認できた（図-3b）。また左岸側斜面の

堆積物の断面を確認すると、斜面表層に礫表面が赤褐色

に着色した礫、内部には 10 cm程度の未着色の礫を確認

できた。 
標高約 450 m付近では、それより上部ではV字型だっ

た谷の底が広がり、凹型を呈しており礫支持で崩れやす

い堆積物が表面を覆っていた。またこれらの堆積物は直

径 10 cm程度の木を巻き込むように堆積しており（図-

3c）、巻き込まれた倒木は斜面の下流方向へ向くものが

散見された。 

斜面傾斜方向に伸びるローブ状の地形が複数確認でき

た（図-3d）。このローブ状の地形は先端に人頭大の大

礫を含み、表面は拳大の大礫で覆われる。内部は 2〜10 
cm程度の礫支持で木片も含んでいた。 
治山ダムに近い標高 400 m付近では、沢上部ではあま

り確認されなかった 50 cm程度の巨礫が堆積物表面に分

布する。一部では巨礫が斜面傾斜方向に倒れる木に乗る

形で安定していた。この付近で伏流していた沢水が表面

に確認できるようになる。また倒木は斜面下流方向に倒

れるものの上に、重なる形で斜面下流方向と直角に倒れ

ている状況を確認した（図-3e）。 

 

(4)  土質力学試験 

表-1に室内土質試験の結果を示す。土粒子密度は

2.65~2.67 g/cm3となった。自然含水比は6.4~12.3%をとり、

沖積砂質土の下限側の値に相当する。粒度分布は、礫分

が 84~90%、砂分が6~8%、細粒分（シルト、粘土分）が

3~8%となり礫質土に分類される。50%粒径は10.5~11.1 
mmとなった。また、内部摩擦角はφ=16.3~32.9度であっ

た。 

表-1 土質試験結果 

 

 

5．考察 

(1)  ③沢の地形変化について 
R1-DEMより抽出した遷緩点（図-4）は、調査報告書7)

や今回の現地調査で確認された土石流堆積物分布域と良

く対応している（図-6）。これは、水と土砂の混合物で

ある土石流は渓床勾配（θ）により、発生区間（20°≦θ）、

流下区間（10°≦θ＜20°）、堆積区間（2°≦θ＜15°）と分類

されるように、流動・停止が斜面勾配に大きく依存する

ためと考えられる8)。 
③沢の上流域で確認された崩壊跡及び、遷緩点である

中流域の倒木や木片を含むローブ状堆積物は上流域から

の石礫型土石流の発生を示唆し、水と土砂が一体となっ

て流動した末に遷緩点で堆積したことを示唆する。さら

に、DEMの標高差分から求められた標高変化は最大+4.8 
mである（図-5a）。すなわち、数値地形図の比較によ

り検出された③沢の地形変化は、航空レーザー測量によ

る地形データ取得が行われた2006年7月以降2019年10月
年までに発生した斜面上流部の崩壊による地表面高度の

低下及び、土石流の発生に伴う斜面中流部での土砂堆積

による地表面高度の増加であることが明らかとなった。

ただし、斜面崩壊・土石流の発生時期については定かで

はなく、冬季の湿雪雪崩、または夏季の降雨等と関連す

るものかは現時点では明らかではなく、検討の余地があ

る。 

また、標高の異なる3地点で採取した土質試料の内部

摩擦角は斜面最下部で若干大きい傾向にあるが、粒度組

成や含水比に3試料間で大きな違いは見受けられなかっ

た。そのため、斜面中腹部における堆積物は比較的均質

な物理特性を持つと判断できる。R1-DEMからの判読で

はローブ状堆積物が確認できる標高400〜450 m付近の傾

斜は19.4˚である。この傾斜は流下区間に該当8)すること

から、これらの堆積物が豪雨等の影響で再移動する可能

性が考えられる。 

以上の知見は、今後の融雪・降雨等を考慮した、土砂

の安定性・移動特性に関する数値実験等を行う上で重要

である。 
 

(2)  ④沢で検出された標高差分について 

④沢は、平成30年3月に湿雪全層雪崩と道路への土砂

流出が発生した沢である7)。一方、標高差分においては、

③沢のように、崩壊域と堆積域といった、土砂の移動に

伴う2時期の地形変化を示唆するような顕著な変化は判

読できない（図-1b）。図-7に④沢上流域における標高

差分図、DEMの元となったグラウンドデータの点群、

オルソ画像、及び傾斜量図を示す。グラウンドデータを

確認すると、令和元年のデータは植生域についても比較

的満遍なくデータが取得できていることに比べ、平成18
年のデータは植生域においてデータの欠損が目立つ。そ

れに伴い、傾斜量図ではR1-DEMよりもH18-DEMの方が
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地形の微起伏が反映されていないように判読できる。ま

た、平成18年は初夏にデータが取得されていることから、

オルソ画像から確認できるように沢に樹林が覆い被さる

ように繁茂している。すなわち、④沢の上流部における

差分については、H18-DEMの植生域の多くのグラウン

ドデータが欠損している影響で地形の微起伏が再現され

ず、その結果が2時期の標高差分として検出されたと考

えられる。以上の結果は、DEM解析における地形の誤

判読を防ぐためにも、元データのグラウンドデータの取

得状況を念頭に入れた解析の必要性を意味する。また、

2時期のDEMデータの比較においてはそれぞれの航空レ

ーザー測量結果に水平・垂直変異等が生じている場合も

ある9)。また今回は、DEM間の厳密な位置合わせ等を実

施しなかったが、より定量性を求める解析においては、

DEM間の3次元補正等の処理が有効と考えられる10)。 

 

 

6.  まとめと今後の課題 

本報告の結果を以下にまとめる。 

 

① 2 時期の航空レーザー測量による数値地形図の比較

及び現地調査の結果、斜面上流部で検出された標高

差分の減少及び斜面中流部での標高増加は、それぞ

れ斜面崩壊による斜面の侵食及び、上流部からの土

石流の堆積に対応することが明らかとなった。この

結果は、DEMの比較を行った 2006年から 2019年ま

での 13年間の間の土砂移動を意味する。 
② 今後、積雪下の土砂の安定性評価手法の提示に向け、

今回明らかとなった土砂移動のデータを元に、融

雪・降雨等を考慮した、土砂の安定性・移動特性に

関する数値実験等を今後実施する予定である。 
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図-7 ④沢上流における標高差分図、DEM の元となった

グラウンドデータの点群、オルソ画像、及び傾斜量

図 


